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OECD の枠組みに基づく世代別金融リテラシーの調査研究 
 

1．研究の目的 

 金融リテラシーには、全世代・属性に求められる内容もあれば、特定の世代・属性に重点的強

化が必要な内容もあり、オーダーメイド方式による金融教育の展開が必要である。そのためには、

OECDが示した若者、成人、中小零細企業家向けのフレームワークを参考に、世代ごとの重要な金

融課題を取り上げ、課題を解決する方策を検討することが求められる。 

2021 年度の助成研究では、全国 1500 名の大学生を対象に、奨学金制度に関する理解度と金融

リテラシーとの関連に関する研究を行った。そこでは、金融知識得点は貸与型奨学金利用者より、

給付型奨学金利用者や奨学金非利用学生の方が有意に高いこと、奨学金返還以外の金融リテラ

シー調査に比べて「わからない」（do not know）を選択する割合が高いこと、などが明らかにな

った。 

そこで、2022 年度の助成研究では、被雇用者社会人を対象に、2001 年から開始され金融環境

の悪化に伴い導入が増えている企業型確定拠出年金に関する金融リテラシーの実態を検討する。 

 金融経済教育の在り方は、アクティブラーニングを通した実践教授型教育が有効と考える。ま

た、同時に、金融経済との関わりはその国独自の文化に影響を受ける面もある。そのため、実態

により適合した尺度を開発すること、value-added assessment、matrix puzzle など最新の評価

手法を組み込み信頼性・妥当性の高い調査票を設計して金融リテラシーを測定することが重要

と考える。 

 

2．研究の計画 

 2022 年度の助成研究では、被雇用者社会人を対象に、2001 年から導入され、金融環境の悪化

に伴い導入が増えている企業型確定拠出年金に関する金融リテラシーの実態を検討した。 

具体的には、4 年制大学卒業以上（20 代:500 サンプル、30代:1100 サンプル。男女比 1：1）、

正社員被雇用者かつ勤務先に企業型確定拠

出年金が導入されており、利用中の社会人

を対象とした。 

企業型確定拠出年金に関する先行研究は

あまりないため、西村・西田・村上(2011)、

NPO 確定拠出年金教育協会(2011)らを参考

に、独自に調査票を設計した。 

調査項目は、確定拠出年金に関する質問

に加え、本助成研究の継続性という観点か

ら 2021 年度調査で用いた奨学金返還のリ

テラシー項目、金融経済リテラシーとしてあまり注目されることはないが、昨今、研究が増えて

いる借金に関するリテラシー（以降、Debt リテラシーと略記）を追加した。 

以上の条件設定をもとに、以下仮説を設定した。 

仮説 1：金融知識得点が高いほど、健全な家計管理を行うだろう 

仮説 2：確定拠出年金に関するリテラシーが高いほど、加入後、経済に関心をもち、調べ学習

など行うことが増えているだろう。 

 なお、Debt リテラシーの高低と金融行動の関係、Debt リテラシーと金融知識得点や確定拠出

年金に関する相関は研究蓄積がほとんどないため、アプリオリにはわからない。本研究はこれら

研究蓄積の少ない領域に関する基礎的資料を提供することもできる。 



3．研究の成果 

(1)仮説の検証 

 相関分析の結果を報告する。 

① 仮説 1：金融知識得点が高いほど、健全な家計管理を行うだろう 

ほぼ、統計的に有意な正の相関を示した。確たる結果を報告するためには、相関分析に加え

回帰分析などを行う必要がある。 

② 仮説 2：確定拠出年金に関するリテラシーが高いほど、加入後、経済に関心をもち、調

べ学習などを行っているだろう。 

こちらも、ほぼ、統計的に有意な正の相関を示した。確たる結果を報告するためには、相関

分析に加え回帰分析などを行う必要がある。 

(2)企業型確定拠出年金加入後の行動変容 

 代表事例として質問「新聞やネット記事を良

く読むようになった」に対する回答分布をみた

ものが図 2 である。 

 ここから、加入後、望ましい行動変容が観察

されるのは、性別では女性より男性、年齢では

どちらかといえば、20 代より 30 代であること

がわかる。 

(3)Debtリテラシーに関する先行研究との比較 

 Lusardi & Tufano (2009)は、Debtリテラシー

に関する三大Questionsを開発し、1000人を対象に調査した。その結果と本結果を比較したも

のが図3(複利、72のルール)、図4（リボルビング払い）、図5（貨幣の時間的価値）である。 

 

 

(注)選択肢冒頭に●がついているものが正解であることを示す。 

 

 アメリカ調査ではDNKもしくは無回答の選択肢があるが、図3、図4に関しては日米ともに正解

の割合に回答が集中して類似した分布を示した。図5の時間的価値を問う問題は難解であるこ

とも手伝ってか、正答率は日米ともに低い。 

 

4．研究の反省・考察 

(1)調査の実施が 2023 年 2月となったこともあり、分析はまだ途中である。引き続き、分析を

行い、精力的に学会発表、論文投稿を行う。 

(2)金融リテラシーに関する研究は、これまで貯蓄行動、収入支出の管理を従属変数とするも

のが多い。アメリカ「My Money.Gov」の概念図がしめすように、貯める、稼ぐ、使うに加え

て、投資する、借りる、自分のオカネは自分で守るといった面のリテラシーを持つことも必

要である。金融リテラシーが持つこのような多様な側面からアプローチした研究を継続して

いく。 
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